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プロジェクト概要 

最終更新日 平成 21 年 9月 24 日

プログラム（又は施策）

名 

次世代低公害車技術開発プログラム 

平成 18 年度より省エネルギー技術開発プログラムに変更 

平成 20 年度よりイノベーションプログラムに変更 

 

プロジェクト名 革新的次世代低公害車総合技術開発 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 P04013 

担当推進部/担当者 
省エネルギー技術開発部／土川 俊三（平成１９年４月～） 

省エネルギー技術開発部／伊藤 淳（平成１７年４月～平成１９年３月） 

０．事業の概要 

ディーゼルエンジンを中心とした開発として①新燃焼方式の研究開発及び燃料

の最適化、②天然ガスベースの合成液体燃料（ＧＴＬ）を用いたエンジン技術の

開発、③革新的後処理システムの研究開発、④次世代自動車の総合技術開発を進

め、ディーゼルエンジンの高い熱効率を維持した上で、ポスト新長期規制にも充

分適合でき、画期的に排ガスをクリーン化する技術を開発する。 

Ⅰ．事業の位置付け・

必要性について 

地球温暖化問題や大気汚染問題等の環境問題に対する関心が高まりつつあり、自

動車に起因する環境問題への対応が急務である中、これまで以上に低公害車の開

発・普及の必要性が高まっている。特に大型トラック・バスについては、その技

術的困難さから排ガス対策の技術開発が必要となっている。2010 年頃までには、

世界で最も厳しいポスト新長期規制に適合することが要求されており、緊急の課

題となっている。また、2008 年以降に本格的となるＣＯ２削減技術についても、

本プロジェクトで確立していくことも要求されている。これらの技術開発は、国

内自動車産業の国際競争力の向上につながるため、国家的な課題として位置づけ

られる。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 

【当初の目標】 

①ディーゼル排出ガス：大型車 NOｘ0.2g/kWh、PM 0.013g/kWh、乗用車 NOｘ

0.05g/km、PM 0.007g/km 

②燃費：大型車１０％向上、乗用車ガソリントップランナーに比べ３０％向上。

【変更した目標（H17/10 月）】（変更内容のみ記述） 

①ディーゼル排出ガス：大型車 PM 0.010g/kWh、乗用車 PM 0.005g/km。平成 17

年 4月の中央環境審議会第 8次答申で示された数値を達成目標値とした。 

【変更した目標（H19/10 月）】（変更内容のみ記述） 

②燃費：乗用車 2015 トップランナーに比べ２０％向上。平成 19 年 7 月交付さ

れた 

２０１５乗用車等の新燃費基準対応 

事業の計画内容 

主な実施事項 H16fy H17fy H18fy H19fy H20fy  

要素技術研究開発 

プロトタイプ開発 

プロトタイプ評価実用

成果とりまとめ 

開発予算 

（会計・勘定別に事

業費の実績額を

記載） 

（単位：百万円） 

会計・勘定 H16fy H17fy H18fy H19fy H20fy 総額

一般会計       

特別会計 
（電多・高度化・石油の別） 

516 1,243 1,030 767 516 4,072

総予算額 516 1,243 1,030 767 516 4,072

開発体制 
経産省担当原課 製造産業局自動車課 

プロジェクトリーダー 早稲田大学理工学術院教授 大聖 泰弘 
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委託先 

㈱いすゞ中央研究所、（独）産総研、マツダ㈱、広島

大、トヨタ自動車㈱、日野自動車㈱、昭和シェル石油

㈱、ダイハツ工業㈱、（財）地球環境産業技術研究機

構（ＲＩＴＥ）、旭化成㈱、戸田工業㈱、大分大、立

命館大、㈱堀場製作所、日産ディーゼル工業㈱、早稲

田大、（財）日本自動車研究所（ＪＡＲＩ） 

情勢変化への対応 

・排出ガス目標値の変更 

平成１７年４月の中央環境審議会第８次答申をうけ、第２回技術委員会（H17

年 10 月 6 日開催）において本プロジェクトの目標値の変更を審議し、承認さ

れ基本計画の改訂を行った。 

・燃費目標値の変更 

平成 19 年 7 月交付された２０１５乗用車等の新燃費基準をうけ、第６回技術

委員会（H19 年 10 月 31 日開催）において本プロジェクトの目標値の変更を審

議し、承認され基本計画の改訂を行った。 

中間評価結果への

対応 

 平成１８年度の中間評価により、「概ね現行通り実施して良い」との評価を受

け、主な指摘事項と対応状況は、 

１．燃焼・燃料・後処理分野の技術連携強化の推進すること  

（対応） 

技術連携・統合 WG を発足、推進。数値シミュレーションを用いて、相乗効果

が期待され、目標値を到達可能な見通しが得られた。 

２．多様な試験モードでの排出ガス評価を推進すること。  

（対応） 

オフサイクル評価の設定と評価の推進。・排ガス温度の低い都市内渋滞時を想

定した JARI 平均車速１５Km/h モードにて評価を実施し、都市内渋滞時の排

出量として，既存の排出係数から当初予測された悪化はないことが確認でき

た。 

３．GTL 以外に BDF などの影響なども視野にいれること。  

（対応） 

バイオマス燃料（BDF）利用に関する動向及び技術過大の調査を追加して推進

した。 

４．当初に設定した分野にこだわらず、要素技術開発と総合化の視点から扱いを

見直すことも必要  

（対応） 

体制見直しを実施した。 

マツダチームの燃焼と後処理のチームを統合するとともに、委託先の見直しを

行い、６実施者を４実施者へ変更した。（’07/4～） 

評価に関する事項 事前評価 平成１５年度実施  担当部 省エネルギー技術開発部 

 中間評価 平成１８年度 中間評価実施   

 事後評価 平成２１年度 事後評価実施 
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Ⅲ．研究開発成果につ

いて 

プロジェクト全体の成果を総括すると、 

・燃費、排出ガスの最終目標を達成した。 

・オフサイクル・未規制物質など各評価項目とも特に問題なことを確認した。 

・本プロジェクトで開発した車両を将来導入できれば、課題となっている沿道の

大気汚染濃度の改善に対する効果があることを大気拡散シミュレーションに

よって確認した。 

本プロジェクトは国プロとして産学官の協同により取り組み、それぞれが得意と

する基礎研究の分野から開発研究までを有機的に連携して、世界をリードする目

標値が達成できた。さらに健康影響評価で問題のないこと、大気拡散シミュレー

ションにて環境改善効果があることを示すことができ、クリーンディーゼルの導

入意義を確認することができた。 

 
①－１「超高度燃焼制御エンジンシステムの研究開発」 

実施先：いすゞ中央研究所／産業技術総合研究所 

 予混合圧縮着火（PCI）燃焼を主とした新燃焼方式を含め、ディーゼルエンジ

ンのクリーン化、高度化を実現する新燃焼方式の開発及び燃料品質の最適化を行

い、３段過給システムによる高過給、高 EGR 率、噴射系改善による最適燃焼によ

り研究開発目標を達成し得る技術が見出された。新燃料（セタン価 42-43、芳香

族分フリー）により NOx、PM のトレードオフが改善できた。 

 

① －２「超低エミッション高効率乗用ディーゼルエンジンの研究開発」 

   実施先：マツダ／広島大／戸田工業／大分大 

 革新的燃焼技術<ITIC-PCI(Intake Temperature and Injection Controlled 

Premixed Compression Ignition) 予混合燃焼、群噴孔ノズルインジェクタ。LP

（低圧）/HP（高圧）併用EGRシステムなどの開発により、燃焼技術開発目標(NOx,

燃費)を達成した。低温度域（～200℃）と耐熱性に優れる中空３次元構造シン

グルナノサイズNOx触媒を開発した。開発した燃焼技術・触媒技術と既存DPF技

術の組合せにより、プロジェクトの開発目標を達成した。NOx:0.05g/km, 

PM:0.005g/km, 燃費:2015年GE車比20%改善(JC08モード、1479kgランク) 

 

②「ＧＴＬを用いたエンジン技術の開発」 

   実施先：トヨタ／日野自動車／昭和シェル石油 

 GTL の燃焼の特徴として、スモークや HC が低減することを示した。GTL 燃料を

用いた際の実用性を多角的に評価し、軽油と比べ何れも問題ないか、軽微な対策

で対応可能であることを確認した。GTL 燃料の高いエミッション低減ポテンシャ

ルをエンジン緒言の最適化により確認し、プロジェクトの目標値を達成すること

が出来た。（DPNR 触媒付・JE05 モードでの評価）。これまでの排気後処理を含め

たエンジン改良に関する研究例は極めて少なく、GTL 燃料普及に関して意義のあ

る成果が得られたと考える。 
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Ⅲ．研究開発成果につ

いて 

③－１「低温プラズマシステムの研究開発」 

   実施先：ダイハツ工業／（財）地球環境産業技術研究機構 

プラズマ中に生成した活性種によるPMの炭素結合の変化でPMが燃焼する酸化

除去機構を開明し、高性能プラズマ反応器を開発した。その結果、PM0.002g/km

を達成してポスト新長期規制をクリアした。また放電電力 100Ｗ、モード中の最

大圧損を 2kPa にするなどの実用上の課題を克服した。さらに PM 酸化に対し、プ

ラズマ放電場において有効に機能する金属酸化物触媒を開発した。 

 

③－２「固体電解質を用いたＰＭ・ＮＯｘ同時低減システムの研究開発」 

   実施先：立命館大学／堀場製作所 

多孔質固体電解質を用いた電気化学的手法による窒素酸化物と微粒子の同時

低減を可能とする革新的排ガス処理システムを開発した。YSZ(Yttria 

Stabilized Zirconia) 固体電解質を用い 400℃の模擬排ガスで NOx および PM 低

減率 90%を達成した。低温作動型 GDC(Gadolinia-doped Ceria)固体電解質セルを

開発し、280℃からの稼動を可能にした。GDC セルの稼動温度以下では PM および

NOx をそれぞれ堆積、吸蔵し、稼動温度以上で通電によりこれらを分解する実用

化システムの提案を行った。30x30x50mm のハニカムモジュールを試作し、分流

希釈トンネルを用いた JC08 排ガス試験を実施し、NOx の低減率 74%、PM 低減率

98%を達成した。平板セルでの実験結果では NOx 低減率 91%を達成し、NOx 排出レ

ベル 0.033g/km を実現可能であることが示唆された。 

 

③－３「プラズマアシストＳＣＲシステムによる NOx 低減の研究」 

   実施先：日野自動車 

 低温時の NOx 低減性能を改善させる要素技術としてすプラズマアシスト SCR

（プラズマによる NOx 還元反応の促進技術）を開発し、プラズマ反応器入口温度

110℃で NOx 低減率 80％を得ることができた。その技術と触媒付き DPF を組み合

わせてプロジェクトの目標を達成した。 

 

③－４「ＮＯｘ・ＰＭを同時低減する新排出ガス浄化システムの研究開発」 

   実施先：日産ディーゼル工業／早稲田大学 

DPF と尿素 SCR を組み合わせて NOx と PM の同時低減処理システムの研究開発

に取り組み、低温活性の向上およびアンモニアスリップの削減を狙った SCR 触媒

を開発した。また、CR-DPF の基礎解析、ススの酸化速度予測、SCR 触媒反応解析、

最適尿素噴射ロジック、モデルを構築し、触媒仕様の最適化に関して研究開発の

効率化を推進し、実験的研究と理論解析的研究と連携してプロジェクトの目標を

達成した。 

 

④「次世代自動車の総合評価技術」   

   実施先：（財）日本自動車研究所／産業技術総合研究所 

 ナノ領域を含むＰＭ粒径と個数濃度分布の計測、排出ガスの健康影響評価及び

新燃焼方式から発生する未規制物質の排出挙動を把握し、微量有害物質やナノ粒

子の排出量が低減されること及び健康影響の観点からも悪化がないことを確認

した。また、大気質改善効果を予測するシミュレーションを実施し、2020 年に

当該プロジェクトでの開発車両を全て導入すれば、自動車からの NOx の排出量は

BAU に比較して 62%低減するとの結果が得られた。ただし、NOx 排出の原因は自

動車以外の固定発生源も含まれており、特に自動車の寄与度が大きい沿道（東京

都大田区松原自排局を想定）濃度では NOx が 19～29%、NO2 が 11～16%低減する

との予測結果が得られ、本プロジェクトの開発成果が都市環境改善に有効である

ことが示された。 

投稿論文、外部発表 「査読付き論文」６７件、「その他」１５７件  

特  許 「出願済」９８件、 

Ⅳ．実用化、事業化の

見通しについて 

①「新燃焼方式の研究開発」 

新燃焼方式と後処理技術によって次期規制とみなされるポスト新長期規制の

挑戦的目標値と燃費の向上を達成することができた。信頼性、耐久性、コスト

などを両立させる商品化開発に移行し、商品化を効率的に進める。 
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②「新燃料を用いたエンジン技術の最適化」 

ＧＴＬに限らないパラフィン系燃料、水素化処理植物油燃料、BTL などの評価

および規格化の提案を行うとともに、市場導入パイロット・プロジェクトへ

協力する。 

 

③革新的後処理システムの研究開発」 

・後処理システムの耐久性向上、システムの小型化（車両搭載性考慮）などの

課題を解決し、エンジン適合、実車適合を図り実用化に結びつける。  

・学を中心とするチームでは製造技術、評価技術、実証試験に関し、協力企

業と連携して実用化開発を進める。 

 

④「次世代自動車の総合評価技術開発」 

・個数濃度測定器に関する国内一次標準の確立と供給，PMP への対応や国際標

準化を進める。  

・培養細胞を用いた健康響評価の簡便手法と大気質の予測モデルによって、開

発されたエンジンシステムは健康および大気質環境保全に貢献し、実用化を

進めることは有意義であることを明らかにした。 

 

Ⅴ．基本計画に関する

事項 

作成時期 平成１６年３月 作成 

変更履歴 

・平成１７年３月 委託先決定に伴い、研究開発計画を改訂 

・平成１７年１０月 新排出ガス規制案の提示により、研究開発目

標値を改訂 

・平成１８年２月 省エネルギー技術開発プログラムに位置付けら

れたことによる表題の変更 

・平成１９年１０月 新燃費規制の交付により、研究開発目標値を

改訂 

・平成２０年７月 イノベーションプログラムに位置付けられたこ

とによる表題の変更 
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技術分野全体での位置づけ 
（分科会資料６―１より抜粋） 
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「革新的次世代低公害車総合技術開発」 

研究開発実施体制 
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「革新的次世代低公害車総合技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは、国家シナリオに基づく自動車排出ガスの超低公害化と言

う大気環境保全上の位置づけや必要性から公共性が高く有意義な開発である。

クリーンディーゼル車の実現に必要な要素技術として、燃焼・燃料・後処理に

関連する事項に加えて大気影響・健康影響の評価まで研究対象とし、それぞれ

先進的かつユニークな技術開発を精力的に進めて、目標を達成したことは高く

評価できる。情勢の変化や中間評価での指摘に対して、体制・目標・評価対象

などを柔軟かつダイナミックに見直して的確に対応しており、評価できる。 
一方で、多様な技術が提案されているが、各技術の特徴を明確にして、最適

な使用条件、制約条件、限界等を提示し、最大の効果を得るためのシナリオを

示すことができたら成果がより有機的に活用できる。その際、個別の要素技術

の中に連携すればさらに発展が望めるようなケースも見受けられた。中間評価

の指摘を受けてエンジン・各種後処理法・燃料の間での技術連携を進めてはい

るが、有機的な連携あるいは相乗効果についてもっと定量的に検討すべきであ

る。 
 
２）今後に対する提言 
本プロジェクトでは各技術とも目標達成のポテンシャルが示された。今後は、

その成果を踏まえて耐久性、小型化、低コスト化に取り組むことにより、想定

される次期規制に間に合うよう実用化を急ぐ必要がある。提案された種々の新

規燃焼システムと革新的後処理システムについて、それぞれのメリット・デミ

リットを明らかとして、様々な技術を有機的に融合することも含めて量産を想

定した幾つかのケーススタディを行い、その適応性を検討する必要がある。10
年間以上の信頼性と耐久性を要求される自動車において、充分な検証も必要で

あり、基礎的・共通的な基盤技術開発の範囲で後継プロジェクト等での支援も

考える必要があるのではないか。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
本プロジェクトは、新・国家エネルギー戦略に則ったもので、ディーゼルエ
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ンジンとその搭載車両の排気超クリーン化技術開発を柱とし、CO2 削減を図る

とともに、国際競争力を高めるなどの国策上からも重要なものであり、エネル

ギーイノベーションプログラムの目標達成に大きく貢献している。世界でも最

も厳しい水準を目指すポスト新長期規制及びその次の規制への対応はメーカー

の努力だけでは困難な面があり、その遂行には広範な研究開発分野や産官学の

連携を必要とすることから、事業の目的等と併せて NEDO または国の関与は妥

当である。 
一方で、内外で開発されている技術に対して、本プロジェクトで対象とした

技術の特徴と優位性を一般にもっと分かり易い形で、特に、海外技術に対する

優位性を示すことが望まれる。また、NEDO が行なうに相応しい研究開発のス

キームとし、その成果を各企業で利用し易くすることが望ましかった。本プロ

ジェクトのみの支出費用を、市場の効果に対して比較する費用対効果の評価に

は疑問があり、不十分であると感じられる。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
ポスト新長期規制の 1/3 レベルを NOx の目標にする等、排出ガスおよび燃費

に対して戦略的な目標を設定し、目標達成根拠も明確である。テーマ毎にスケ

ジュール、予算が適切に計画され、また目標達成に必要な要素技術をほとんど

網羅していると認められる。設定された目標の達成に向けて技術力のある企業、

研究機関からなるチームを構成し、全体をプロジェクトリーダーが統括する研

究開発体制も妥当である。社会情勢の変化にも対応して、計画・目標の見直し

がなされ、中間評価の指摘に対しても概ね良い対応がなされている。 
一方で、目標設定が、総合システムとしての実用化シナリオを明確にした内

容でなく、個々の革新的な技術開発の可能性評価に留まる内容である。実用化

を視野に入れた設定があっても良かった。中間評価の指摘を受けて技術連携 WG

を設置したとはいえ、各テーマ間の連携、実施者間の連携が十分ではなく、「燃

焼チーム」と「後処理チーム」が別個に開発を行っている感が否めない。企業

間の知財権等の問題はあるが、計画の初期段階から連携をより密にし、事業を

効率的に推進すれば、さらに充実した成果が得られたと想定できる。限られた

期間と費用の下で、各要素や分野等の開発に対する重点化および優先付け等の

戦略性がもっと考慮されても良かった。 
 
３）研究開発成果について 
成果は概ね目標値を達成していると共に、中間評価での指摘事項も含め、目

的と目標に照らして全体的に妥当かつレベルの高いものと言える。論文や多く

の学会発表を通じて成果の公表にも積極的に努めているほか、相当数の特許出
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願もなされていることは評価できる。本プロジェクトの燃費・排気エミッショ

ンの成果は、今後ディーゼルエンジンが市場に受け入れられて行くための環境

適合技術として重要なものである。 
一方で、成果の詳細についての情報が不十分であり、従来システムや他の競

合技術と比較しての特徴や競合優位性を提示することが望まれる。今後の課題

についても、技術的な具体的ブレークダウンがやや不足している。連携あるい

は相乗効果に対しては、更に広範な究明とそれに基づいた統括の遂行が期待さ

れる。成果の普及に関して、環境改善の早期達成に向けた各自動車メーカーへ

の公開が望まれる。また、一般に対する情報発信が不足しており、工夫が必要

である。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
クリーンディーゼル車の開発は自動車メーカー各社が近い将来の実用化、事

業化を目指して取り組んでいる課題であり、各テーマとも、実用化へのある程

度の道筋を計画しており評価できる。人材育成に関しても一定の効果を上げて

いる。 
一方で、多くのテーマが、研究試作レベルでの性能評価にとどまり、実用化

への具体的なシナリオが明確ではない。競合技術との比較も含めて、課題とそ

の解決の方針・見通しを明らかにする必要がある。事業化までの最大の課題は

耐久性の確認であり、安全性保証の観点から充分な検討が必要である。今後、

技術の更なる進展に対して何らかの形で NEDO の協力や支援が望まれる。ポス

ト新長期規制やその次の規制への対応に向けて、実用可能な技術については、

できる限り早期に公開することを検討すべきである。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化の見通しに関する評価 今後に対する提言 
(1) 新燃焼方式

の研究開発及

び燃料の最適

化及びバイオ

マス燃料利用

に関する動向

及び技術課題

の調査 

高過給・多量 EGR システム、高

圧噴射・燃焼システム、後処理シス

テムにそれぞれ独自の重要な要素

技術を開発し、それをエンジンシス

テムに適用・装着して、乗用車およ

び大型車の双方において超低エミ

ッションと高い燃費改善目標を達

成しており、現時点で世界最高水準

の成果が得られたと評価できる。特

許出願や論文発表を通じてそれら

の成果の普及にも努めている。バイ

オマス燃料については、現状の燃料

性状と利用に関する動向が体系的

に整理されている。 
 一方で、新燃焼システムの基礎

研究の成果がエンジンシステムの

開発にどの様に反映されたのか明

確には示されていない。バイオマス

燃料利用調査については、エンジン

性能との定量的相関など、ポテンシ

エンジン開発の目標達成のため

に採用された技術は、いずれも実

用化を意識したものであり、各エ

ンジンシステムと後処理につい

て、技術的な課題整理と方針検討

がなされている。今回の成果は、

実用化への道筋が見込まれるもの

も多く、全てではないまでも実用

化等への期待が持てる。 
一方で、本事業での開発エンジ

ンは、低エミッション・高性能化

のための優れた開発要素が幾つか

組み込まれているが、採用した技

術を組み合わせる必要性の議論が

不足しており、新技術の優位性は

必ずしも明らかでない。コスト面

等でエンジンの実用化や事業化が

容易ではないことが予想され、コ

ストや信頼性の面でのより定量的

な具体的課題の整理と取り組み計

超低エミッション・高効率

なエンジンの実用化等に向け

た技術開発が更に進展し、実

エンジンの最適な設計・運転

制御方法が提案されることを

期待する。バイオ燃料につい

ては、より具体的なエンジン

システムへの要求、燃料に対

する要求についての整理が必

要であり、Well to Tank 解析

を考量した最適な燃料の組み

合わせやエンジン設計へのア

プローチの提案を期待する。

実用化検討、事業化検討の前

倒しに向けた取り組みが望ま

れる。 
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ャルを把握し課題を抽出するまで

には至っていない。 
画の検討を行い、コスト低減に向

けた努力も必要である。 
(2) GTL を用い

たエンジン技

術の開発 

各種エンジンでの性能調査、GTL
混合率による性能調査、GTL の特質

を生かしたエンジン諸元の最適化、

材料適合性、未規制物質の評価な

ど、網羅的・体系的研究で信頼性の

ある成果が得られている。費用対効

果にも優れており、低エミッショ

ン・高効率の目標値を達成したこと

は高く評価できる。 
一方で、エンジン試験結果の燃料

製造へのフィードバックによる更

なる性能改善の検討、ならびに、

BTL（Biomass to Liquid）などへ

の展開など、より広範囲な燃料での

検証が望まれると同時に、他の実施

者（エンジン開発、後処理開発）と

の連携企画が推進者・事務局として

早い段階でスタートできれば良か

った。 

エンジン技術に加えて、材料適

合性の調査から現有の燃料インフ

ラ利用の可能性を示し、GTL を用

いた場合のエンジン最適化検討も

され、技術的なレベルとしては充

分な成果が得られている。その利

用形態によっては実用化、事業化

の可能性は高い。 
一方で、燃料供給に関する実用

化・事業化は、原料価格、税金措

置、等の社会的・経済的な因子に

強く影響されので、GTL とエンジ

ンの適合性とは別に、GTLの性状、

資源性、コスト等の燃料要件に対

する将来動向にも配慮した事業化

の推進を期待する。 

GTL 燃料のサルファーフリ

ーの特性を活用し、後処理技

術と組み合わせてどこまで高

効率化が達成できるかを追及

して欲しい。BTL なども含め

た Well to Tank 解析を考慮し

た広範囲な最適な燃料の組み

合わせの提案を期待する。事

業化には、技術的要素よりも、

エネルギーの安全保障政策に

関わる面が大きい。海外の動

向も随時ウオッチングするこ

とが望ましい。 
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(3) 革新的後処

理システムの

研究開発 

クリーンディーゼルエンジンの

実現に不可欠な後処理システムの

開発に関して、現有システムの高度

化および新規な技術に挑戦し、目標

とした排ガス低減性能を達成して

おり、高く評価できる。低温プラズ

マシステムは特に新規性の高い革

新的かつ秀逸な技術であり、他の

ECR システム、プラズマアシスト

SCR システム、SCR/DPF システム

も先進的な技術である。いずれも、

現実的な選択肢として評価できる。

一方で、本プロジェクトで開発し

た各後処理システムの性能を比較

できるデータが示されておらず、そ

れぞれの特徴が解りにくい。また、

各システムについて、所定の機能を

発揮するために必要な構成要素の

詳細を提示することが望まれる。 

各システムとも実用化への課題

を検討・提示しており、今後の展

開によって実用化が期待できる。

特に、DPF＋尿素 SCR について

は、比較的近い将来の実用化の可

能性があり、他のシステムについ

てもそれぞれポテンシャルがあ

る。 
一方で、技術の進展や社会的環

境の変化に対する現時点での見通

しを踏まえて、実用化・事業化に

必要なエンジン排ガスやコストに

係る条件などの技術的課題のブレ

ークダウンとそれに基づくシナリ

オを明確にすることが必要であ

る。特に、比較的新規性の高い技

術を基盤とする後処理法の開発で

は、実用化への具体的な可能性が

見え難い。 

本プロジェクトでは、応用

技術または新規技術をそれぞ

れ基盤とする幾つかの後処理

法の開発を並列に進め、いず

れの技術も基礎的な知見を得

ているが、実用化に向けては

なお解決すべき課題も多い。

各技術開発に対する効果を見

定めた上で、重点化また分割

化など、効率的な要素開発を

推進することが望まれる。世

界中のディーゼル燃料の性状

も加味して、各後処理システ

ムの適・不適合性を明確にし

て、コスト試算を含め、実用

化、事業化の可能性を検討す

ることも期待される。 

(4) 次世代自動

車の総合評価

技術開発 

ディーゼルエンジンや車両から

排出されるナノ粒子および未規制

物質について、世界的トップレベル

で計測・評価技術を開発し、それを

本プロジェクトで確立したディ

ーゼル排ガスの計測・評価手法は、

ポスト新長期規制実施に当たり必

要な技術であり、実用化に向けて

本テーマの対象とした技術

は、いずれも公共性が高く、

特に、PM および未規制物質

の計測・評価技術については、



 

 

15 

用いて NEDO エンジンの低排出ガ

ス特性を様々な観点から立証でき、

ほぼ目標を達成したと評価できる。

エンジン排気の健康影響評価手法

を確立したことは重要であり、次世

代低公害車導入による大気環境の

改善効果を予測したことも意義が

ある。これらの成果は、学会や特許

で数多く公表されており、一般での

利用と併せて政策面での利用も期

待できる。 

の具体的技術課題ならびにシナリ

オが詳細に整理され、個数濃度測

定の校正・試験技術については、

既に一般利用サービスを開始して

おり、実用化の見通しは十分に得

られていると判断できる。論文発

表や学会発表等成果の公表・普及

も適切であり、国内および国際的

な標準化への寄与も期待できる。

健康影響も含めたトータルな総合

評価手法として活用が望まれる。

一方で、PM 個数濃度測定の校

正については、より実用性を高め

る観点から、簡易型発生器による

粒径及び濃度制御を可能とするシ

ステムの開発に取り組んで欲し

い。また、予算額から考慮すると

充分な結果であるが、海外の規制

動向との比較調査などがあればな

お良かった。 

より多くのエンジン排気評価

へ適用し、クリーンディーゼ

ルエンジン開発の進展に寄与

することが望まれる。大気質

予測についても、モデル改良

に継続的に取り組んで精度向

上に努めるとともに、汎用性

を高め、その成果を公開して

欲しい。現場開発サイドで利

用できる簡易的な評価手法の

開発も期待する。国際標準化

に向けた活動においてもリー

ダーシップを発揮できる検討

を進めて欲しい。これらによ

って、NEDO 事業としての価

値が明確となり、国内の環境

行政に資することが出来ると

考える。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.6

2.3

2.1

2.6

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け、必要性

 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性 2.6 A A A A B A C 
２．研究開発マネジメント 2.1 A B B A B B C 
３．研究開発成果 2.3 A A A B B B C 
４．実用化、事業化の見通し 1.6 B B B B B C D 
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

(1) 新燃焼方式の研究開発及び燃料の最適化及びバイオマス燃料利用に関する

動向及び技術課題の調査 

2.0

2.4

0.0 1.0 2.0 3.0

実用化、事業化の見通し

研究開発成果

 
 

(2) GTL を用いたエンジン技術の開発 

1.9

1.7

0.0 1.0 2.0 3.0

実用化、事業化の見通し

研究開発成果

 
 

(3) 革新的後処理システムの研究開発 

1.6

2.7

0.0 1.0 2.0 3.0

実用化、事業化の見通し

研究開発成果

 
 

(4) 次世代自動車の総合評価技術開発 

2.4

2.6

0.0 1.0 2.0 3.0

実用化の見通し

研究開発成果

 平均値 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

(1) 新燃焼方式の研究開発及び燃料の最適化及びバイオマス燃料利用に関す

る動向及び技術課題の調査 
 １．研究開発成果 2.4 A A A A B B C 

２．実用化、事業化の見通し 2.0 B B B A A C C 
(2) GTL を用いたエンジン技術の開発 
 １．研究開発成果 1.7 B B B B B D B 

２．実用化、事業化の見通し 1.9 C A A B B D B 
(3) 革新的後処理システムの研究開発 
 １．研究開発成果 2.7 A A A A A A C 

２．実用化、事業化の見通し 1.6 B B B B B C D 
(4) 次世代自動車の総合評価技術開発 
 １．研究開発成果 2.6 A B A B B A A 

２．実用化の見通し 2.4 A A B B B B A 
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉 
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D


